
1.自治体で異なる災害危険区域とまちづくり

2.いつまで続くのか災害公営住宅の家賃減免

3.災害援護資金の償還期限迫る
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レベル２津波（東日本大震災級）

レベル１津波（明治三陸級） 盛土かさ上げで整備した宅地

レベル1防潮堤

危険区域、かさ上げ高はレベル1防潮堤による
減衰効果が前提で決まっている

気仙沼の復興まちづくり ＝

防潮堤 + 災害危険区域 ＋ 高台移転 ＋ 市街地かさ上げ

※災害危険区域が決まらないと住宅再建手法が決められない

越流した津波
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災害危険区域の指定（2012年7月）

・移転促進、宅地買い上げの範囲

・再建方法を選択するため早期決定

・被災者視点で広く設定(浸水1㎝単位)

・防潮堤などは当初計画を前提にした

気仙沼市の面積 333.41㎢

津波浸水域 18.65㎢ 5.6%

災害危険区域 13.9㎢ 4.1%



東日本大震災・気仙沼市の事例から

10ｍメッシュでの浸水高想定 （尾崎地区）
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被災世帯の再建方法 2018年7月時点 世帯数

防災集団移転（市が用意した団地に持ち家） 859

災害公営住宅 市内 1,863
市外 76

土地区画整理内（かさ上げ後）での再建 135

自力再建
災害危険区域外 建築取得 1,716

修繕 950
災害危険区域内 194

民間アパート 601
市外転出 1,745
親戚宅に同居 188
再建前に死亡 332
国外転出 153
結婚・他の被災者と同居 318

合 計 9,130
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高さ14.7ｍの直立式防潮堤（二十一浜漁港）
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防潮堤の議論で変わったこと

形の変更

半傾斜堤から特殊堤などへタイプ変更 浦の浜など各地

地形を生かし山付け位置や延長を変更 鮪立、小鯖、浦の浜

アクリル窓の設置 商港、魚市場前、浜町

ＪＲ用地の活用 赤牛、津谷大沢、蔵内草木沢

位置の変更
内陸へのセットバックで砂浜を保全 小泉海岸、大谷海岸、お伊勢浜

神社より海側の計画を見直し 宿浦

道路との兼用堤化 鮪立、小鯖、磯草、大谷海岸

高さの変更
シミュレーション設定の見直し 魚町 6.2ｍ → 5.1ｍ

鮪立 9.9ｍ → 8.1ｍ
鶴が浦 9.9ｍ → 7.6ｍ
浦の浜 7.8ｍ → 7.5ｍ
神止浜 11.2ｍ → 9.9ｍ

海岸ユニットの見直し

余裕高へのフラップゲート 魚町

地盤隆起による水準点改定の反映 神山川など各地

景観対策
海が見えるように国道をかさ上げ 大谷海岸、蔵内、日門

防潮堤のコンクリートを覆土 南町、浦の浜、岩井崎

管理者の変更 治山施設（林野庁）から県の建設海岸へ 大谷海岸

必要性の見直し
レベル１⇒原形復旧、無堤 港町、小々汐、長崎、小田の浜

原形復旧、無堤⇒レベル１ 登米沢、滝浜、館、津本

防災林用地のかさ上げでレベル１対応 田中浜
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大きなアクリル窓も認められた魚浜町



東日本大震災・気仙沼市の事例から

無堤からレベル1津波対応への変更 12カ所
箇所 変更前 変更後

日門漁港 0ｍ 9.8ｍ
舘漁港 0ｍ 11.3ｍ
岩井沢漁港 0ｍ 11.3ｍ
杉ノ下漁港 0ｍ 10.0ｍ
登米沢 0ｍ 14.7ｍ
レベル1津波対応から無堤・原形復旧 23カ所
気仙沼漁港小々汐 7.2m 5.0m
田中浜海岸 11.8m 4.1m
横沼漁港 7.0m 5.1m
土台磯漁港 14.7m 4.7m

レベル1津波対応の高さ見直し 8カ所
浦の浜漁港 7.6ｍ 7.5ｍ
鮪立漁港 9.9ｍ 8.1ｍ
鶴ヶ浦漁港 9.9ｍ 7.6ｍ
神止浜漁港 11.2ｍ 9.9ｍ

災害危険区域指定時の設定と実際の防潮堤高が異なる主な海岸 （高さはT.P）

地域との話し
合いで変更さ
れただけでな
く、設定時の
確認ミスも
あった
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合計43海岸/78海岸
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菅田将暉さん主演の映画「サンセット・サンライズ」のロケ地となった鮪立漁港



東日本大震災・気仙沼市の事例から

鮪立漁港の浸水想定の比較。左が堤防高9.9ｍで設定した災害危険区域，右が堤防高8.1ｍ
の再シミュレーション結果。背後地の浸水高は1ｍ未満から5ｍ前後に増えた
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鮪立漁港 堤防高9.9ｍ⇒8.1ｍ セットバック
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NHK朝ドラ「おかえりモネ」のロケ地となった大島・田中浜



東日本大震災・気仙沼市の事例から

大島の浦の浜と田中浜の比較。再シミュレーション結果では峠を越えて島が分断されている
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大島 浦の浜の堤防高7.6ｍ⇒7.5ｍ 田中浜セットバック



気仙沼の地盤変動

観測年 年変動 累積

2011 －65 －65

2012 ＋07 －58

2013 ＋06 －52

2014 ＋05 －47

2015 ＋05 －42

2016 ＋04 －38

2017 ＋03 －37

2018 ＋05 －32

2019 ＋03 －29

2020 ＋03 －25

2021 ＋03 －22

2022 ＋03 －19

2023 ＋02 －17

2024 ＋03 －14

※ピンク色の年に水準点改定
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沈下65㎝ ⇒ 隆起51㎝
13年後



東日本大震災・気仙沼市の事例から
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災害危険区域内の建築制限除外認定
令和6年2月時点

住宅
新築 54

増築 4

併用住宅 新築 18

共同住宅 新築 12

民宿・ホテル・旅館
新築 3

増築 1

災害公営住宅 新築 3

倉庫・作業場 増築 8

合計 103
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市営住宅のシミュレーション (2021年実施)

※2038年以降は震災前の市営住宅入居率になると推計



18

➢ 災害公営住宅建設債は全額繰り上げ償還したが、国からの補助が入居開始から
20年間続くため、2035年には基金残高が243億円まで増える見込み。その後
は大規模改修や解体に費用がかかることから基金は枯渇する



気仙沼市の災害公営住宅 収入区分における被災入居世帯数推移     （各年4月1日現在）

階層 政令月収 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 減免前家賃 減免後家賃

家
賃
低
減
化
対
象

Ⅰ-1 0円 916 711 705 707 684 669 665

23,000円

7,100円

Ⅰ- 1～40,000円 242 290 266 256 233 232 222 12,000円

Ⅰ- 40,001～60,000円 102 118 130 122 134 114 98 16,800円

Ⅰ- 60,001～80,000円 100 139 107 110 84 80 74 21,700円

小計
（構成比）

1,360
（74.1％）

1,258
（69.9％）

1,208
（69.6％）

1,195
（70.7％）

1,135
（70.0％）

1,095
（70.3％）

1,059
(70.6%)

通
常
家
賃(

低
所
得)

Ⅰ 80,001～104,000円 110 120 119 112 113 117 103 23,000円

Ⅱ 104,001～123,000円 71 84 101 79 72 56 71 26,600円

Ⅲ 123,001～139,000円 59 60 59 69 68 58 61 30,400円

Ⅳ 139,001～158,000円 53 64 58 62 46 45 47 34,300円

小計
（構成比）

293
（16.0％）

328
（18.2％）

337
（19.4％）

322
（19.1％）

299
（22.6％）

276
（17.7％）

282
(18.8%)

収
入
超
過
者

Ⅴ 158,001～186,000円 57 63 52 48 54 59 49 70,500円 39,200円

Ⅵ 186,001～214,000円 39 46 51 43 43 41 41 82,800円 45,200円

Ⅶ 214,001～259,000円 27 50 39 30 36 39 34 124,300円 52,900円

Ⅷ 259,001円～ 59 54 49 48 52 44 35 195,800円 61,000円

小計
（構成比）

182
（9.9％）

213
（11.8％）

191
（11.0％）

169
（10.0％）

185
（11.4％）

183
（11.8％）

159
(10.6%)

収入未申告者 - - - 3 2 3 0 195,800円(近傍同種)

合計 1,835 1,799 1,736 1,689 1,621 1,557 1,500

※入居世帯数は被災世帯のみカウント。一般入居は含めない ※家賃は気仙沼駅前住宅の2LDKを例としている
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災害公営住宅の入居状況 2024年11月30日時点

管理戸数 被災世帯 一般世帯 空き室

2,082 1,469 (76%) 470 (24%) 143



20

被災世帯の家賃減免(最大7割引)を計10年延長
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減免継続による公平性の問題

➢ 自治体間で異なる期間

➢ 収入超過者もセットで延長

(お世話役として期待)

➢ 住宅ローン組との格差

(民間賃貸を選択した人も)

➢ 一般入居者との格差
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気仙沼市から政府への要望書
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➢ 平成23年度の貸付分は令和7年度が宮城県(県が1/3、国が2/3を負担)に対する償還期
限で、市民からの返済が滞れば気仙沼市が1.1億円の未収金を肩代わりすることになる。
国から償還期限延長について正式な通知がないため、宮城県は令和7年度当初予算に貸
付分の回収額を全額計上する方針である

気仙沼市の災害援護資金貸付状況
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まとめ

➢ 市町主体の復興は被災者間の格差を生む

➢ 被災自治体間の連携よりも競争となった

➢ 復興の真価が問われるのはこらからである

➢ 復興事業の検証を続けてほしい


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24

